
近
年
、
外
国
人
技
能
実
習
制
度
の
認

定
取
り
消
し
事
案
で
多
い
の
が
、
「
労
働

安
全
衛
生
法
違
反
」
で
す
。
起
訴
さ
れ
罰

金
刑
以
上
が
確
定
す
る
と
今
い
る
外
国
人

技
能
実
習
生
・
特
定
技
能
外
国
人
を
全
員

転
籍
ま
た
は
帰
国
さ
せ
な
け
れ
ば
い
け
ま

せ
ん
。
以
後
、
５
年
間
は
外
国
人
技
能
実

習
生
・
特
定
技
能
外
国
人
の
受
入
れ
は
で

き
な
く
な
り
ま
す
。

外
国
人
労
働
者
の
労
災
に
よ
る
死
傷
者

数
が
２
０
２
４
年
に
初
め
て
６
千
人
を
超

え
た
こ
と
が
１
１
月
３
０
日
ま
で
に
、
厚

生
労
働
省
の
ま
と
め
で
分
か
り
ま
し
た
。

現
在
の
集
計
方
法
と
な
り
、
３
９
０
０
人

台
だ
っ
た
１
９
年
以
降
、
最
多
の
更
新
が

続
き
、
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
状
況
で
す
。

厚
生
労
働
省
の
担
当
者
は
「
安
全
管
理

に
つ
い
て
の
教
育
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
が
不
十
分
な
こ
と
が
要
因
と
み
ら
れ
る
」

と
分
析
し
て
お
り
ま
す
。

厚
生
労
働
省
に
よ
る
と
２
４
年
の
外
国

人
労
働
者
約
２
３
０
万
人
の
う
ち
、
労
災

に
よ
る
死
者
と
休
業
４
日
以
上
の
負
傷
者

は
６
２
４
４
人
で
あ
り
ま
し
た
。
定
住
者
・

配
偶
者
２
２
８
３
人
、
外
国
人
技
能
実
習

生
１
８
７
４
人
、
特
定
技
能
外
国
人
８
１

０
人
。
死
者
は
３
９
人
で
１
９
年
の
統
計

開
始
以
降
で
最
多
と
な
り
ま
し
た
。

千
人
当
た
り
の
労
災
発
生
率
は
、
日
本

人
を
含
む
全
体
２
・
３
５
人
に
対
し
、
外

国
人
だ
け
を
見
る
と
２
・
７
１
人
。
在
留

資
格
別
で
は
、
外
国
人
技
能
実
習
生
３
・

９
８
人
、
特
定
技
能
外
国
人
３
・
９
１
人

が
特
に
高
く
な
っ
て
お
り
ま
す
。

国
別
で
は
、
ベ
ト
ナ
ム
１
５
９
４
人
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
８
７
８
人
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

７
５
７
人
、
ブ
ラ
ジ
ル
６
７
３
人
と
続
き

ま
す
。
業
種
別
で
は
、
製
造
業
２
９
７
９

人
、
建
設
業
１
１
６
５
人
の
順
と
な
り
ま

し
た
。

厚
生
労
働
省
は
２
７
年
ま
で
に
千
人
発

生
率
を
全
体
平
均
以
下
と
す
る
こ
と
や
、

翻
訳
さ
れ
た
教
材
や
視
聴
覚
教
材
に
よ
る

労
災
防
止
教
育
を
行
う
事
業
所
を
５
０
％

以
上
と
す
る
こ
と
を
目
標
に
掲
げ
て
お
り

ま
す
。

労
働
安
全
衛
生
法
は
、
労
働
災
害
を
防

止
し
、
労
働
者
の
安
全
と
健
康
を
守
る
た

め
に
、
労
働
災
害
の
防
止
の
た
め
の
危
険

防
止
基
準
を
確
立
し
、
責
任
体
制
の
明
確

化
及
び
自
主
的
活
動
の
促
進
の
措
置
を
講

ず
る
等
そ
の
防
止
に
関
す
る
総
合
的
計
画

的
な
対
策
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
り
職
場

に
お
け
る
労
働
者
の
安
全
と
健
康
を
確
保

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
お
り
ま
す
。

会
社
側
に
何
ら
か
の
落
ち
度
が
あ
る

こ
と
が
多
く
、
会
社
の
責
任
が
ゼ
ロ
の
場

合
は
少
な
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

捜
査
機
関
は
会
社
側
の
落
ち
度
を
強
調

し
、
事
実
を
捻
じ
曲
げ
て
し
ま
う
可
能
性

も
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
事
態
を
防
止

す
る
た
め
に
、
ま
ず
は
、
取
り
調
べ
の
前

に
労
働
災
害
に
精
通
し
た
弁
護
士
に
事
前

に
相
談
し
て
お
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

日
本
に
住
民
票
の
あ
る
外
国
人
の
東
京

圏
（
東
京
・
神
奈
川
・
埼
玉
・
千
葉
）
へ

の
転
入
が
増
加
し
、
２
４
年
は
転
出
し
た

人
を
１
万
６
千
人
以
上
回
っ
た
。
過
去
最

大
の
転
入
超
過
。
海
外
か
ら
の
流
入
を
含

め
れ
ば
北
海
道
や
九
州
を
は
じ
め
全
国
的

に
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
東
京
と
地
方

の
賃
金
格
差
を
背
景
に
、
若
い
労
働
者
が

高
給
を
求
め
て
移
動
し
て
い
る
と
み
ら
れ

る
。
働
き
手
と
し
て
外
国
人
の
存
在
感
が

高
ま
る
中
、
地
方
定
着
に
向
け
た
取
り
組

み
が
課
題
と
な
る
。

２
７
年
４
月
に
は
原
則
と
し
て
転
職
で

き
な
い
外
国
人
技
能
実
習
制
度
が
な
く
な

り
、
外
国
人
の
意
向
で
職
場
の
変
更
が
し

や
す
い
育
成
就
労
制
度
が
施
行
さ
れ
る
。

転
居
が
活
発
化
し
東
京
圏
へ
の
一
極
集
中

が
加
速
す
る
可
能
性
が
高
い
。

２
４
年
の
１
年
間
に
都
道
府
県
境
を
超

え
て
移
動
し
た
外
国
人
数
は
、
全
国
で
は

計
３
３
万
４
６
５
９
人
で
日
本
在
住
の
外

国
人
の
１
０
・
１
％
に
当
た
る
。
過
半
数

は
２
０
代
だ
。
１
４
年
は
１
４
万
５
５
３

５
人
（
同
７
・
３
％
）
な
の
で
、
移
動
が

活
発
化
し
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。

転
入
超
過
だ
っ
た
の
は
２
７
都
道
府
県

で
、
最
多
は
東
京
の
８
７
２
２
人
、
埼
玉

７
７
２
０
人
、
神
奈
川
７
４
９
４
人
、
群

馬
１
８
１
６
人
と
続
い
た
。
転
出
超
過
は

２
０
府
県
で
最
多
は
千
葉
の
７
４
３
０
人
、

次
い
で
愛
知
６
６
８
４
人
、
福
岡
４
４
７

１
人
だ
っ
た
。

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
の

国
際
関
係
部
長
は
「
働
き
手
と
な
る
若
者

が
、
地
方
か
ら
都
市
部
へ
賃
金
を
理
由
に

移
っ
て
い
る
」
と
分
析
す
る
。
深
刻
な
人

手
不
足
の
中
、
即
戦
力
人
材
で
転
職
が
認

め
ら
れ
る
「
特
定
技
能
外
国
人
」
制
度
で

受
入
れ
が
増
え
て
い
る
こ
と
も
要
因
で
あ

る
と
指
摘
し
て
い
る
。
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初
の
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外
国
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安
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衛
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の
規
制

労
災
事
故
が
発
生
し
た
ら


